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Ⅰ章 港湾を取り巻く国内外における環境の変化 
 
１．東アジア地域の経済成長等グローバリゼーションの進展 

（1）近年の各国の経済成長 

 
 
 
 
 

地域別 GDP 指数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 

東アジア国別 GDP 指数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2030 年における経済成長率の予測値 
 
 
 
 
 
 

○各国の経済成長を GDP 指数から見ると、東アジア地域が最も高く推移している。東アジア地域

の経済成長を国別に見てみると、中国が最も高く、インド、NIEs などが続いている。 

○2030 年における予測値では、中国をはじめとする東アジア地域各国の成長率が高く、今後も同

地域の経済成長が続いていくことが予想される。 

※GDP 指数は、1993 年の実質 GDP を 1とし、それに実質 GDP 成長率を乗じた値により増減傾向を見たもの 
資料：International Monetary Fund, International Financial Statistics Yearbook 2004
   中国統計局「中国統計年鑑」、台湾行政院主計処発表資料、ロシア統計国家委員会 
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※以後、東アジアとは、NIEs（香港、韓国、台湾、シンガポール）、ASEAN4（タイ、フィリピン、インドネシア
マレーシア）、中国を指す。 
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（2）東アジア及びロシアにおける開発プロジェクト 

 

 

 

 

 

 

 

北東アジアにおける実施・計画中の石油・天然ガス開発プロジェクト及び 
国際パイプライン網の整備案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サハリン大陸棚石油・天然ガス開発プロジェクト概要 

 

 

 

○極東ロシアを中心とした石油・天然ガス等の巨大な潜在的市場を念頭に、極東ロシアのエネル

ギー開発を進めて北東アジア諸国へ供給する様々なプロジェクトが提案され、検討が続けられ

ている。 

○なかでも、サハリン大陸棚石油天然ガス開発プロジェクトは、外国企業と協力して生産分与方

式で資源開発を行う国際プロジェクトである。 

○中国をはじめとする東アジア地域においても様々な開発プロジェクトが進行中である。 

出典：(社)北陸建設弘済会「北東アジアの社会資本（2001 年版）」
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(各種推計のうちの一例)

投資額

4,000
万トン

5,100
万トン

7,070

億m
3

(各種推計のうちの一例)

70-110
億ドル

130
億ドル

150
億ドル

9,470
万トン

3,700
万トン

4,550

億m
3

100
億ドル

サハリン３
（東オドプト、

アヤシュスキー鉱区）

2.9
億トン

3,300
万トン

4,250

億m
3

1.38
億トン

6,700
万トン

9,700

億m
3

埋蔵量

サハリン１
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（キリンスキー鉱区）

プロジェクト名 契約当事者

サハリンプロジェクトにおける生産分与方式(PS-ProductionSharing)とは、ロシア連邦(連邦政府とサハリ

ン州政府)が投資家側に対象鉱区の利用権を付与し、投資家側が自己の責任においてそれに対する資金と技

術を負担し、生産物(石油、ガス)を生産する。投資家側は生産物から得られる収益からコスト回収を行っ

た後、残りの収益を生産分与契約(PSA-ProducitonSharingAgreement)で定められた比率に基づいてロシア

連邦側と分け合う。また、利潤税とロイヤルティ(地下資源利用料)、ボーナス、サハリン発展基金への拠

出金を支払う。それ以外の一切の税金や支払義務の免除といった税制面での特典が付与される。

出典：(社)北陸建設弘済会「北東アジアの社会資本（2001 年版）」
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対岸諸国の主要開発プロジェクト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：秋田県内港湾長期構想検討調査報告書（2004 年 3 月）
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（3）我が国との貿易概況 

 

 

 

 

 

 

日本の相手地域別貿易額の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日本の相手国別（東アジアのみ）貿易額の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○我が国の貿易額を相手地域別に見てみると、輸出額・輸入額ともに東アジア地域との貿易額が

最も高く推移している。また、東アジア地域との貿易額を国別に見ると、輸出額・輸入額とも

に中国との貿易額が最も高く、次いで韓国、台湾等となっている。 

○これらの結果は、東アジア地域の経済成長に呼応していることが伺われ、今後も同地域との貿

易は活発化してくることが予想される。 
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資料：財務省「貿易統計」

資料：財務省「貿易統計」
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東アジアへの輸出コンテナの都道府県別生産量 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
東アジアからの輸入コンテナの都道府県別消費量 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ここでは、我が国と東アジア地域との貿易量について、都道府県別にコンテナ生産量・消費量

から見てみる。東アジア地域との貿易量は、コンテナ生産量・消費量ともに京阪神・中部・京

浜葉地域を中心に多くなっている。 

○また、貿易量の増加傾向は、京阪神・中部地域を中心に、京浜葉・九州地域、北海道へと経時

的に全国へ広がっており、その傾向は、人口一人当たりの生産量・消費量において顕著に現れ

ている。 

資料：全国輸出入コンテナ流動調査
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東アジアへの輸出コンテナの都道府県別の人口一人当たり生産量 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

東アジアからの輸入コンテナの都道府県別の人口一人当たり消費量 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：全国輸出入コンテナ流動調査

※全国輸出入コンテナ流動調査とは、毎回 10 月の 1 ヶ月間におけるコンテナの流動について調査（コ

ンテナ量を生産地、消費地、取扱港湾、相手国、品目別に集計）したものである。よって、本調査よ

り得られたコンテナ量は調査期間中の合計値である。 
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東アジア主要国との電子部品貿易額の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○日本と東アジア主要国との貿易額を電子部品について見てみると、1990 年には日本から東アジ

ア主要国へ輸出するのみであったが、2003 年には日本と東アジア主要国との双方向の貿易とな

り、貿易額も 5.7 倍となっている。 

○従来、日本とアジア地域との貿易は、加工製品を日本が輸出するという垂直分業体制が主流で

あったが、近年では双方向に輸出し合う水平分業体制に移行しつつあることが見て取れる。 
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資料：新しい国のかたち「二層の広域圏」を支える総合的な交通体系 最終報告書

※総務省「日本の統計」をもとに作成 
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（4）日本企業の海外への進出状況 

 
 
 
 
 
 
 

 
日本企業の現地法人数の地域別推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

日本企業の現地法人数の東アジア国別推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○日本企業の現地法人数は、北米、EU においては横ばい傾向であるのに対し、東アジア地域では

1992 年以降は増加傾向にある。これは、1993 年以降、東アジア地域が高い経済成長率を維持し

ていることに同調するものであり、同地域の経済成長が企業動向にも影響を及ぼしていること

が見て取れる。 

○また、現地法人数を東アジア地域の国別に見てみると、中国における法人数が東アジア全体の

約 4割と多く、同国の経済成長に対し日本企業が高い関心を寄せていることが伺える。 
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資料：経済産業省「海外事業活動基本調査」
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（5）国際観光客数 

 

 

 

 

 

 

 

訪日外客数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出国日本人数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○近年の日本を訪れた外国人客数を見ると、東アジア地域からの客数が圧倒的に多く、中でも NIE

ｓ各国からの客数が多い。また、出国日本人数についても東アジア地域を目的地とする出国者

数が多く、なかでも NIEｓ各国への出国が顕著である。 

○このことから、東アジア地域の経済成長により、同地域において旅行等海外へ赴くことができ

る人達の数が増えてきたこと、及び、我が国の国民の同地域への関心が高くなっていることが

伺える。 
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２．生活の向上や環境保全への国民意識の転換 

（1）今後の生活の力点 

 

 

 

 

 

今後の生活の力点と我が国の実質経済成長率の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（2）家計における消費分野の変化 

 

 

 

国内家計最終消費支出額の分野別割合の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○我が国の経済成長とともに国民の生活関連ニーズが変化しており、近年では、衣食住という基

本的ニーズから「レジャー・余暇」に対するニーズへ移行しており、生活の豊かさを重視する

国民意識の変化が見て取れる。 

○また、この傾向は、経済成長が鈍化している中でも続いている。 

※ 2000 年は調査が行われず、2001 年より複数回答に変更
※※経済成長率は暦年基準による GDP で示す 

資料：内閣府「国民生活に関する世論調査」
経済産業省「国民経済計算年報」 
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○家計における消費分野の変化を見ると、食料関係が減少傾向にある中で住居関係が増加を続け、

「娯楽・レジャー・文化」に対する支出額の割合も増えている。 

資料：経済産業省「国民経済計算年報」
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（3）地域別・分野別の NPO 数の推移 

 

 

 

 

全国における NPO 数の地域別・分野別の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（4）環境分野における企業動向 

 

 

 

 

 

 

全国における環境報告書作成企業数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○NPO 数の推移を見ると、団体数は関東・近畿地域を中心として全国的に著しい増加傾向にあり、

近年、市民活動が活発化しつつあることが伺える。 

○分野別に見ると、保険・医療・福祉、社会教育、まちづくりに関連した NPO の増加が著しい。 

資料：内閣府ホームページ
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○近年、企業等の事業者が、経営責任者の緒言、環境保全に関する方針・目標・計画、環境マネ

ジメントに関する状況、環境負荷の低減に向けた取組の状況等について取りまとめ、一般に公

表する「環境報告書」を作成する企業数が著しく増加している。 

○このことから、昨今の国民意識の変化により環境問題へ関心を寄せる企業は増加傾向にあるも

のと思われる。 
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資料：環境省「環境にやさしい企業行動調査」
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（5）環境問題への国民の関心 

 
 

 

 

首都圏を対象とした環境問題への関心に対する意識調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国を対象とした環境問題への関心に対する意識調査 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○環境問題への関心に対する国民の意識調査によると、首都圏及び全国を対象とした調査のいず

れにおいても、現在でも環境問題に関心があると回答した人の割合は 8 割を超えており、その

傾向は前回調査時（1998 年）から続いている。 
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関心がある ある程度関心がある わからない あまり関心がない 全く関心がない

12.1

17.0

42.2

27.5

30

42.4

4.4

4.9

11.3

8.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

01年

98年

以前から関心を持っていたが、最近ますます強くなった

以前と変わらず関心がある

以前は関心がなかったが、最近はもつようになった

以前は関心をもっていたが、最近は薄らいできた

以前から関心がない

資料：（株）電通「2002 生活者の環境意識と行動」

資料：内閣府「地球温暖化防止とライフスタイルに関する世論調査」
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３．防災対策の必要性の増大 

 

 

 

 

 

 

我が国における海溝沿いの主な地震の発生確率（30年以内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○我が国では、太平洋沿岸部において今後 30 年以内に高い確率で地震の発生が予測されている。

中でも、三陸沖北部及び宮城県沖では、それぞれ 90％程度、99％と特に高い確率で予測されて

いる。 

○一方で、日本海側における地震予測はなされておらず、3方を海で囲まれている本県では、日本

海側地震に対しても予測・防災対策が必要である。 
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４．地域の自主性・広域連携の必要性の増大 

（1）人口減少・少子高齢化の進展 

 

 

 

 

 

全国及び青森県の人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4.4-3 全国及び青森県の年齢別人口の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

○全国的に将来は人口が減少することが予想され（2030 年の人口はピーク時の 2005 年と比べ

-8％）、青森県においては既に減少傾向にある（2030 年の人口はピーク時の 1985 年と比べ-17％）

○全国・青森県ともに少子高齢化が進展しており、その傾向は将来的にも続くことが予想されて

いる。 
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青森県（千人）
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100,000
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140,000

全国（千人）

青森 全国

全国のピーク 青森県のピーク 

11.0%

15.0%

16.0%

17.9%

59.3%

67.7%

69.6%

69.9%

29.7%

17.3%

14.4%

12.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2030年

2000年

1995年

1990年

15歳未満 15～64歳人口 65歳以上

11.1%

15.1%

17.0%

19.5%

55.7%

65.4%

67.0%

67.6%

33.2%

19.5%

16.0%

12.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2030年

2000年

1995年

1990年

15歳未満 15～64歳未満 65歳以上

青森県 全国 

資料：国勢調査 
   国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口」

資料：国勢調査 
   国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口」
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（2）地方分権に関する法体系の変遷 

 

 

図表 4.4-1 地方分権に関する法律の略年表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）広域連携への国民の関心 

 

 

 

図表 4.4-4 市町村界を超えた連携の必要性に関する世論調査 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

○地本分権に関する法体系の変遷は以下の通りである。 

○市町村を超えた連携の必要性に関する世論調査によれば、半数近くの人が連携の必要性を感じ

ており、その傾向は、小都市あるいは町村ほど強くなっている。 

40.5

41.2

40.2

44.9

49.4

46.4

41.9

38.1

43.3

38

33

35.7

8.2

13.4

6.3

7.9

7.6

7.6

5.5

4.1

6.1

4.8

6.3

6.9

3.8

3.1

4.1

4.4

3.6

3.4

45.2 37.3 7.8 5.7 3.9

         （該当者数）

平均      （3,491人）

〔大都市規模〕

大都市      （704人）

東京都区部   （194人）

政令指定都市 （510人）

中都市     （1,304人）

小都市      （631人）

町村        （852人）

そう思う 
どちらかといえば 
そう思う わからない 

どちらかといえば
そう思わない そうは思わない 

資料：内閣府「平成 13 年度 国土の将来像に関する世論調査」

年 法  律

1871年
（明治4年）

廃藩置県
　・知藩事を罷免

1888年
（明治21年）

市制町村制公布

1889年
（明治22年）

明治の大合併　71,314（21年末） → 15,859（22年末）

1946年
（昭和21年）

第一次地方制度改革
　・知事･市町村長の直接公選

1947年
（昭和22年）

第二次地方制度改革（地方自治法施行）
　・知事等都道府県官吏の地方公務員化

1954年
（昭和29年）

地方交付税制度

1994年
（平成6年）

地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律
　・中核市制度・広域連合制度

1995年
（平成7年）

地方分権推進法施行

1999年
（平成11年）

地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律（地方分権一括
法）公布

2000年
（平成12年）

地方分権推進法施行

2002年
（平成14年）

構造改革特区法

2003年
（平成15年）

構造改革特区法改正

2003年
（平成15年）

地方独立行政法人法

2003年
（平成15年）

地方自治法改正
　・指定管理者制度



 

16 

５．他の国内交通体系の形成 
（1）道路ネットワークと鉄道・新幹線 

 
 
 

 

 

日本の高規格幹線道路の整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本の整備新幹線の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○昭和 29 年に策定された第 1次道路整備五箇年計画以来、現在に至るまで幹線道路の整備は着実

に進められ、2003 年度末における高規格道路の共用延長は 8,540km に至っている。 

○新幹線においては、工事実施計画認可申請中のものまで含めると、将来的には札幌から鹿児島

まで開通する見込みとなっており、全国を結ぶ国内交通体系は大きく変わりつつある。 

資料：国土交通省「2005 年版 国土交通白書」
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（2）新幹線整備による時間短縮効果 

 

 

 

図表 4.5-2 新幹線による時間短縮効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○今後、新幹線の整備が進むことで、首都圏及び北海道から青森県への時間距離はさらに短縮さ

れることが見込まれている。 

資料：国土交通省「2005 年版 国土交通白書」

※ 現行の所要時間は、平成 16 年 10 月ダイヤによる。 
※※整備区間の最高速度については、東北・北海道新幹線は 275km/h を想定。 




